
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年 8月12日

【四半期会計期間】 第42期第２四半期（自　平成23年 4月 1日　至　平成23年 6月30日）

【会社名】 株式会社東計電算

【英訳名】 Toukei Computer Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長　　甲田　博康

【本店の所在の場所】 神奈川県川崎市中原区市ノ坪１５０番地

【電話番号】 ０４４（４３０）１３１１(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役専務執行役員　　甲田　英毅

【最寄りの連絡場所】 神奈川県川崎市中原区市ノ坪１５０番地

【電話番号】 ０４４（４３０）１３１１(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役専務執行役員　　甲田　英毅

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

 1/30



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期連結
累計期間

第42期
第２四半期連結
累計期間

第41期
第２四半期連結
会計期間

第42期
第２四半期連結
会計期間

第41期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（千円） 5,805,8075,282,5882,762,3102,158,190 11,333,713

経常利益（千円） 680,134 645,402 98,873 108,6031,751,798

四半期（当期）純利益（千円） 407,883 363,417 62,240 48,512 895,107

純資産額（千円） － － 11,220,32811,783,45411,849,791

総資産額（千円） － － 13,361,01713,593,41714,190,558

１株当たり純資産額（円） － － 1,217.731,278.161,285.62

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
44.42 39.58 6.78 5.28 97.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 83.7 86.3 83.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
761,375 663,646 － － 1,820,544

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△500,007△804,879 － － △1,077,546

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△349,004△367,311 － － △349,062

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 861,986 835,0151,343,559

従業員数（人） － － 773 767 758

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 767 (289)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 755 (281)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年 4月 1日
至　平成23年 6月30日）

　
前年同期比（％）　

　

情報処理・ソフトウェア開発業務

（千円）
1,907,446 86.0

合計（千円） 1,907,446 86.0

　（注）１．金額は販売金額によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年 4月 1日
至　平成23年 6月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

情報処理・ソフトウェア開発業務 497,326 65.9 1,062,825 73.5

機器販売業務 186,349 42.8 32,362 80.1

合計 683,675 57.5 1,095,187 73.6

　（注）１．金額は販売金額によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３. 上記業務以外の業務につきましては、継続業務が大半であり、サービス内容も多岐にわたり受注状況を把握

することが困難なため記載を省略しております。

４．受注数量につきましては、ソフトウェア開発業務が、サービス業務（役務の提供）であること、また、機器販

売業務につきましては、取扱品目が多岐にわたり把握することが困難なため記載を省略しております。 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年 4月 1日
至　平成23年 6月30日）

　
前年同期比（％）　

　

情報処理・ソフトウェア開発業務

（千円）
1,907,446 86.0

機器販売業務（千円） 170,485 37.3

リース等その他の業務（千円） 80,258 91.7

合計（千円） 2,158,190 78.1　

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年 4月 1日
至　平成22年 6月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年 4月 1日
至　平成23年 6月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本総合住生活株式会社 191,772 6.94 223,246 10.34

川崎市 278,090 10.07 － －

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による半導体や自動車などの生産が減少し、輸出

が大きく落ち込んだことに加え電力制限などの影響もあり生産活動が停滞したため、大幅に悪化しました。ただ、復

旧が前倒しで進み、生産活動が正常化しつつあり、景気後退の動きは下げ止まり局面を迎える見通しとなっており

ます。

　当業界におきましても、ユーザー企業において今年度の設備投資計画は上方修正され、震災の影響を一時的なもの

とみなし、これまで手控えられてきた更新投資や増産投資を緩やかに増やしていく方針となっております。

　このような環境のなかで、当社グループは、システムインテグレータとして、多様化するお客様のニーズにフレキ

シブルに対応するため、業種別ソリューション、アウトソーシング、ネットワークの３つの重点戦略を掲げ、積極的

に営業展開を進めてまいりました。

　具体的には、前期に収益が微増にとどまった反省を踏まえ、①業績低迷部門の課題の克服と利益計画の達成、②プ

ロジェクト管理の充実、③業種別商品の機能拡充とＡＳＰ受託売上の拡大、④クラウドビジネスの展開、⑤営業日報

の活用と情報の共有化に努めてまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高21億58百万円（前年同期比21.９％減）、営業利益44百万

円（同22.６％増）、経常利益１億８百万円（同９.８％増）、四半期純利益48百万円（同22.１％減）となりまし

た。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①情報処理・ソフトウェア開発業務

　情報処理・ソフトウェア開発業務としましては、ソフトウェア業務、システム運用業務、ファシリティサービス業

務等であります。当第２四半期連結会計期間において前期のエントリー業務の特需の反動があったものの、システ

ム運用業務が堅調に推移し、売上高は19億７百万円（前年同期比14.０％減）、営業利益は14百万円（同37.９％

増）となりました。

②機器販売業務

　機器販売業務としましては、サーバ、パソコン、プリンター、周辺機器等のハードウェアの販売業務であります。当

第２四半期連結会計期間において前期の大量のハード販売の反動があり、売上高は１億70百万円（前年同期比62.

７％減）、営業利益は3百万円（同280.６％増）となりました。

③リース等その他の業務

　リース等その他の業務としましては、各種事務用機器のリース、ビル・マンションの不動産賃貸の業務でありま

す。当第２四半期連結会計期間において取引先である建設業界の不況の影響を受け、売上高は80百万円（前年同期

比８.３％減）、営業利益は26百万円（同５.５％増）となりました。

 

　　(2）財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は135億93百万円となり、主として投資有価証券の増加により前年同

四半期連結会計期間末に比べて２億32百万円増加しました。総負債は18億９百万円となり、主として買掛金の減少

により前年同四半期連結会計期間末に比べて３億30百万円減少しました。純資産は117億83百万円となり、主として

利益剰余金が増加したことにより前年同四半期連結会計期間末に比べて５億63百万円増加しました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが６億78百万円

の増加、投資活動によるキャッシュ・フローが４億62百万円の減少となりました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前年同四半期連結会計期間末と比

較して26百万円減少し、８億35百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの増加は、主として売上債権の増加８億

89百万円等によるものです。なお、前年同四半期連結会計期間は７億36百万円の増加でした。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローの減少は、主として有形固定資産の取得

による支出２億38百万円及び投資有価証券の取得による支出２億24百万円等によるものです。なお、前年同四半期

連結会計期間は２億39百万円の減少でした。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローの増減はありません。なお、前年同四半期

連結会計期間は10百万円の減少でした。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備

計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,400,000

計 37,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数(株)
(平成23年 6月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年 8月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,350,000 9,350,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 9,350,000 9,350,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成19年３月26日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数（個）　　　　　　　　　　　（注１） 1,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　　（注１） 120,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　　（注２） 1,519

新株予約権の行使期間
自　平成27年３月27日

至　平成29年３月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本準備金の額は、①記載の資本金等増加限度額

から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

 8/30



 
第２四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の取締役又は従業員であること

を要するものとする。ただし、株主総会決議後、勤続２年

以上で退任、退職した場合は、権利行使期間にかかわらず

当該事由が発生した日から６ヶ月間に限り行使できるも

のとする。

②その他詳細、条件は、当社取締役会において決定するもの

とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他一切の処分は認

めないものとする。

また、譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

新株予約権の取得条項に関する事項 （注３）

（注１）　平成20年３月10日開催の取締役会決議により、新株予約権の数は1,300個、新株予約権の目的となる株式の

数は130,000株となりました。これは、新株予約権を割当てた取締役１名より権利を放棄する旨申出があった

ためであります。又、新株予約権を割当てた従業員１名が退職し権利を喪失した為、新株予約権の数は1,200

個、新株予約権の目的となる株式の数は120,000株となりました。

（注２）・平成20年３月10日開催の取締役会決議により、行使価額は1,519円となりました。なお、割当日である平成19年

４月２日の東京証券取引所における当社株式の終値は1,512円であります。　

・新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　また、時価を下回る価格で新株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場合を

含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転

換による場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数　×　１株当たりの払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　

（注３）　次のいずれかに該当する場合、当社は新株予約権を取得することができる。この場合、当該新株予約権は無

償で取得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社

が分割会社となる会社分割について分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を

要しない会社分割の場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決

議がなされた場合

②新株予約権者が権利行使をする前に「新株予約権の行使の条件」に定める規定により新株予約権の行使が

できなくなった場合

③新株予約権者が新株予約権の放棄を申し出た場合
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②平成21年３月27日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数（個）　　　　　　　　　　　 200 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　　 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　　（注１） 1,519

新株予約権の行使期間
自　平成29年４月２日

至　平成31年３月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本準備金の額は、①記載の資本金等増加限度額

から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の取締役又は従業員であること

を要するものとする。ただし、株主総会決議後、勤続２年

以上で退任、退職した場合は、権利行使期間にかかわらず

当該事由が発生した日から６ヶ月間に限り行使できるも

のとする。

②その他詳細、条件は、当社取締役会において決定するもの

とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他一切の処分は認

めないものとする。

また、譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

新株予約権の取得条項に関する事項 （注２）

 

　（注１）・割当日である平成21年４月１日の東京証券取引所における当社株式の終値は1,077円となりましたので、行使

価額は1,519円となりました。

・新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　また、時価を下回る価格で新株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場合を

含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転

換による場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。
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調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数　×　１株当たりの払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　　

（注２）　次のいずれかに該当する場合、当社は新株予約権を取得することができる。この場合、当該新株予約権は無

償で取得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社

が分割会社となる会社分割について分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を

要しない会社分割の場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決

議がなされた場合

②新株予約権者が権利行使をする前に「新株予約権の行使の条件」に定める規定により新株予約権の行使が

できなくなった場合

③新株予約権者が新株予約権の放棄を申し出た場合

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日　
－ 9,350,000 － 1,370,150 － 1,302,350

 

（６）【大株主の状況】

 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社アップワード　　　　　　　　　

　
 神奈川県川崎市中原区市ノ坪150 3,988 42.66

 東京濾器株式会社  神奈川県横浜市都筑区仲町台３－12－３ 1,152 12.33

 日本総合住生活株式会社　　　　  東京都千代田区神田錦町１－９ 385 4.12

 東計電算社員持株会　　  神奈川県川崎市中原区市ノ坪150　 282 3.02

 日本生命保険相互会社
 東京都千代田区丸の内１－６－６

日本生命証券管理部内　
281 3.01

 株式会社東計電算  神奈川県川崎市中原区市ノ坪150 167 1.79

 若狭　邦昭　　　　  神奈川県厚木市 110 1.18

 竹田　和平  愛知県名古屋市天白区 108 1.16

 第一生命保険株式会社  東京都千代田区有楽町１－13－１ 103 1.11

 山根　末男  神奈川県横浜市戸塚区 58 0.62

計 － 6,637 70.99
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（７）【議決権の状況】

 ①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    167,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,175,800 91,758 －

単元未満株式 普通株式      6,900 － －

発行済株式総数 9,350,000 － －

総株主の議決権 － 91,758 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数３個）含まれてお

ります。　

 

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社東計電算
神奈川県川崎市中原

区市ノ坪150
167,300－ 167,300 1.79

計 － 167,300－ 167,300 1.79

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
1月

2月 3月 4月 5月 6月

最高（円） 1,196 1,188 1,151 1,099 1,072 1,068

最低（円） 1,138 1,117 914 1,024 1,010 1,019

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 835,015 1,343,559

受取手形及び売掛金 1,037,561 ※4
 1,487,534

商品 6,252 5,973

仕掛品 ※3
 342,193

※3
 522,306

繰延税金資産 120,122 126,431

その他 98,709 99,601

貸倒引当金 △4,387 △7,187

流動資産合計 2,435,466 3,578,219

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,763,608

※1
 1,789,200

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 100,355

※1
 108,210

土地 4,339,458 4,339,458

その他（純額） ※1
 625,124

※1
 424,014

有形固定資産合計 6,828,547 6,660,884

無形固定資産

のれん 8,783 10,483

その他 8,918 9,983

無形固定資産合計 17,701 20,466

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 4,021,696

※2
 3,677,116

前払年金費用 24,098 25,555

繰延税金資産 197,107 153,420

その他 ※2
 71,409

※2
 78,687

貸倒引当金 △2,611 △3,791

投資その他の資産合計 4,311,701 3,930,987

固定資産合計 11,157,950 10,612,339

資産合計 13,593,417 14,190,558
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 167,232 419,263

関係会社短期借入金 2,079 2,079

未払法人税等 253,110 363,260

賞与引当金 232,942 221,649

その他 1,115,047 1,292,432

流動負債合計 1,770,412 2,298,685

固定負債

役員退職慰労引当金 29,933 32,465

その他 9,616 9,616

固定負債合計 39,549 42,082

負債合計 1,809,962 2,340,767

純資産の部

株主資本

資本金 1,370,150 1,370,150

資本剰余金 1,302,350 1,302,350

利益剰余金 9,514,080 9,517,969

自己株式 △243,435 △243,435

株主資本合計 11,943,144 11,947,033

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △206,243 △141,603

評価・換算差額等合計 △206,243 △141,603

新株予約権 46,179 43,812

少数株主持分 374 549

純資産合計 11,783,454 11,849,791

負債純資産合計 13,593,417 14,190,558
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 5,805,807 5,282,588

売上原価 4,290,859 ※3
 3,886,069

売上総利益 1,514,947 1,396,519

販売費及び一般管理費 ※1
 915,835

※1
 848,845

営業利益 599,112 547,673

営業外収益

受取利息 24,381 30,555

受取配当金 57,221 52,179

有価証券売却益 329 －

デリバティブ評価益 3,605 4,092

雑収入 9,780 11,168

営業外収益合計 95,317 97,995

営業外費用

支払利息 111 41

有価証券売却損 843 92

有価証券償還損 13,310 －

雑損失 30 132

営業外費用合計 14,295 267

経常利益 680,134 645,402

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,435 2,800

役員退職慰労引当金戻入額 － 650

特別利益合計 1,435 3,450

特別損失

固定資産除却損 ※2
 3,131

※2
 11,085

投資有価証券評価損 － 20,729

特別損失合計 3,131 31,814

税金等調整前四半期純利益 678,438 617,037

法人税、住民税及び事業税 258,849 246,748

法人税等調整額 11,699 6,857

法人税等合計 270,549 253,605

少数株主損益調整前四半期純利益 － 363,431

少数株主利益 5 13

四半期純利益 407,883 363,417
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 2,762,310 2,158,190

売上原価 2,230,566 ※3
 1,663,569

売上総利益 531,744 494,620

販売費及び一般管理費 ※1
 495,139

※1
 449,747

営業利益 36,605 44,872

営業外収益

受取利息 11,825 15,852

受取配当金 46,179 39,417

有価証券売却益 329 －

デリバティブ評価益 △1,581 3,367

雑収入 5,582 5,205

営業外収益合計 62,335 63,842

営業外費用

支払利息 64 37

雑損失 1 74

営業外費用合計 66 112

経常利益 98,873 108,603

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,435 2,800

新株予約権戻入益 － △651

役員退職慰労引当金戻入額 － 650

特別利益合計 1,435 2,798

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,723

※2
 3,151

投資有価証券評価損 － 1,400

特別損失合計 1,723 4,551

税金等調整前四半期純利益 98,585 106,849

法人税、住民税及び事業税 △43,286 △31,311

法人税等調整額 79,626 89,641

法人税等合計 36,340 58,330

少数株主損益調整前四半期純利益 － 48,519

少数株主利益 4 6

四半期純利益 62,240 48,512
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 678,438 617,037

減価償却費 211,613 210,388

のれん償却額 1,699 1,699

受取利息及び受取配当金 △81,603 △82,734

支払利息 111 41

固定資産除却損 3,131 11,085

投資有価証券評価損益（△は益） － 20,729

デリバティブ評価損益（△は益） △3,605 △4,092

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,501 △3,979

売上債権の増減額（△は増加） 168,143 449,972

たな卸資産の増減額（△は増加） 143,030 179,834

その他の流動資産の増減額（△は増加） 17,110 3,598

仕入債務の増減額（△は減少） 173,831 △252,031

その他の流動負債の増減額（△は減少） △246,636 △219,386

その他 26,801 8,760

小計 1,090,565 940,925

利息及び配当金の受取額 66,191 65,390

利息の支払額 △111 △41

法人税等の支払額 △395,271 △342,627

営業活動によるキャッシュ・フロー 761,375 663,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △475,141 △350,113

投資有価証券の取得による支出 △90,517 △458,607

投資有価証券の売却による収入 34,245 3,057

有価証券の償還による収入 31,160 －

子会社株式の取得による支出 △73 △146

貸付けによる支出 △280 △30

貸付金の回収による収入 600 960

投資活動によるキャッシュ・フロー △500,007 △804,879

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △348,944 △367,306

その他 △59 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △349,004 △367,311

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △87,637 △508,544

現金及び現金同等物の期首残高 949,623 1,343,559

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 861,986

※1
 835,015
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　なお、この変更による損益に与える影響はありません。　

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第5号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間より、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第5号）の

適用により、当第１四半期連結会計期間より、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

　固定資産の減価償却費の算定方法　 定率法を採用している資産につきましては、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は3,744,705千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は3,717,241千円で

あります。

※２．非連結子会社及び関連会社に対するもの ※２．非連結子会社及び関連会社に対するもの

　投資有価証券(株式) 9,221千円

　その他（関係会社出資金） 10,000千円

　投資有価証券(株式) 9,221千円

　その他（関係会社出資金） 10,000千円

 ※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、

これに対応する工事損失引当金55,098千円を相殺表

示しております。 

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、

これに対応する工事損失引当金30,230千円を相殺表

示しております。

 

 

※４．期末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって

決済処理しております。

したがって、当連結会計年度末日は銀行休業日のた

め、次のとおり連結会計年度末日満期分が期末残高

に含まれております。

 受取手形 12,073千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与 458,172千円

賞与引当金繰入額 51,551千円

給与 401,527千円

賞与引当金繰入額 52,718千円

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

車両及び運搬具 503千円

工具、器具及び備品 2,628千円

計 3,131千円

建物附属設備 1,047千円

車両及び運搬具 194千円

工具、器具及び備品 9,843千円

計 11,085千円

　 ※３．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額

　 32,079千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与 243,948千円

賞与引当金繰入額 8,167千円

給与 209,189千円

賞与引当金繰入額 4,259千円

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

車両及び運搬具 176千円

工具、器具及び備品 1,546千円

計 1,723千円

建物附属設備 1,047千円

車両及び運搬具 43千円

工具、器具及び備品 2,060千円

計 3,151千円

　 ※３．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額

　 19,418千円

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

20/30



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

現金及び預金勘定 861,986千円

現金及び現金同等物 861,986千円

現金及び預金勘定 835,015千円

現金及び現金同等物 835,015千円

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,350,000株

 

　　　　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 167,335株

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権　

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 親会社　46,179千円

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 367,306 40 平成22年12月31日 平成23年３月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年 4月 1日　至平成22年 6月30日）

 

情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務
（千円）

機器販売業
務（千円）

リース等そ
の他の業務
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売

上高
2,217,183457,58587,5422,762,310 － 2,762,310

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 － 342 342 (342) －

計 2,217,183457,58587,8852,762,653(342) 2,762,310

営業利益 10,537 1,029 25,037 36,605 － 36,605

 

前第２四半期連結累計期間（自平成22年 1月 1日　至平成22年 6月30日）

 

情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務
（千円）

機器販売業
務（千円）

リース等そ
の他の業務
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高     　                

(1) 外部顧客に対する売

上高
4,829,230809,651166,9255,805,807 － 5,805,807

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 12 837 849 (849) －

計 4,829,230809,663167,7625,806,656(849) 5,805,807

営業利益 494,38156,427 48,302599,112 － 599,112

　（注）１．事業区分の方法

事業は、事業内容の実態を勘案して区分しております。

２．各区分に属する主要な内容

イ．情報処理・ソフトウェア開発業務

①　ソフトウェア開発業務［ＯＡ（オフィスオートメーション）系管理業務を中心としたアプリケーショ

ン開発、通信制御系等のソフトウェア開発等］

②　システム運用業務（システム開発後のシステム運用に係わる業務）

③　ファシリティサービス業務（エントリー業務の受託・運営管理、キーパンチャー派遣等）

ロ．機器販売業務

各種ＰＣ（パーソナルコンピュータ）及び周辺機器の販売

ハ．リース等その他の業務

コンピュータ関連、各種事務機器及び不動産の賃貸

 

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日　至 平成22年６月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日　至 平成22年６月30日）

　　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

22/30



【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の事業は主にソフトウェア開発業務、システム運用業務及びファシリティサービス業務を営む情報処

理・ソフトウェア開発業務、各種ＰＣ（パーソナルコンピュータ）及び周辺機器の販売を営む機器販売業務

及びコンピュータ関連、各種事務機器及び不動産の賃貸を営むリース等その他の業務となっており、これら

の３つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日　至平成23年６月30日）

 

情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務
（千円）

機器販売業
務
（千円）

リース等そ
の他の業務
（千円）

計
（千円）

調整額
（千円）

四半期連結損
益計算書計上
額（注）
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 4,669,072459,612153,9035,282,588 － 5,282,588

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
208 － 1,125 1,334 (1,334) －

計 4,669,281459,612155,0295,283,923(1,334) 5,282,588

セグメント利益 440,13556,829 50,708547,673 － 547,673

（注）セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

 

情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務
（千円）

機器販売業
務
（千円）

リース等そ
の他の業務
（千円）

計
（千円）

調整額
（千円）

四半期連結損
益計算書計上
額（注）
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 1,907,446170,48580,2582,158,190 － 2,158,190

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
144 － 717 861 (861) －

計 1,907,590170,48580,9752,159,051(861) 2,158,190

セグメント利益 14,527 3,919 26,426 44,872 － 44,872

（注）セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。　

　　　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業

会計基準第17号　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　　　　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　　　　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、且つ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券

　その他有価証券　
3,927,687　 3,927,687　 －　

　　　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

投資有価証券

　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提

示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照下さい。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）　

投資有価証券 　

　その他有価証券 　

　　非上場株式 83,388　

　　投資事業組合 1,399　

小計 84,787　　

　関係会社株式　 　

　　非上場株式 9,221　

小計 9,221　

合計 94,009　

これらについては、市場時価がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証券」には含

めておりません。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、且つ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 2,117,516 1,791,533 △325,982

(2）債券             

社債 128,849 139,361 10,511

その他 1,083,703 1,060,326 △23,376

(3）その他 945,103 936,465 △8,637

合計 4,275,173 3,927,687 △347,485

（注） 　　当第２四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について20,729千円減損処理を行って

おります。なお、時価のある株式の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落

した場合には全て減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、注記事項の

（有価証券関係）の１.その他有価証券で時価のあるものに含めて記載しております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名　

　　販売費及び一般管理費　　　　　　2,161千円　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,278.16円 １株当たり純資産額 1,285.62円

 

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 44.42円 １株当たり四半期純利益金額 39.58円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 407,883 363,417

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 407,883 363,417

期中平均株式数（株） 9,182,727 9,182,665

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6.78円 １株当たり四半期純利益金額 5.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 62,240 48,512

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 62,240 48,512

期中平均株式数（株） 9,182,713 9,182,665

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

　

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

26/30



（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

株式会社東計電算

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　好久　　印

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東計電算の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東計電算及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

株式会社東計電算

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　好久　　印

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東計電算の

平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東計電算及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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